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（単位：円）

経常収益

　　運営費交付金収益 130,050,095,924

　　政府受託研究収入 12,874,961,418

　　民間受託研究収入 3,022,821,660

　　共同施設利用収入 167,973,180

　　廃棄物処理事業収入 48,292,488

　　研修授業料収入 46,048,753

　　特許許諾利用収入 19,931,946

　　ガラス固化技術開発施設収入 474,368,221

　　放射性廃棄物処理処分収入 43,724,848

　　研究施設等廃棄物処分収入 964,941

　　廃棄物処理処分負担金収益 3,667,191,630

　　ＢＡ分担金収益 14,108,260

　　施設費収益 122,706,323

　　補助金等収益 15,713,683,296

　　寄附金収益 67,298,586

　　資産見返負債戻入

　　　資産見返運営費交付金戻入 9,043,763,602

　　　資産見返補助金等戻入 5,117,775,485

　　　資産見返寄附金戻入 427,165,838

　　　資産見返ＢＡ分担金戻入 797,202

　　　資産見返埋設処分業務戻入 9,904,571 14,599,406,698

　　財務収益

　　　受取利息 56,211,781

　　　有価証券利息 513,799,701

　　　為替差益 24,601,872 594,613,354

　　雑益 1,346,884,150

経常収益合計 182,875,075,676

経常利益 597,889,537

臨時損失

　　固定資産売却損 4,324,760

　　固定資産除却損 620,889,202

　　減損損失 1,131,654

　　その他の臨時損失 597,337,889

臨時損失合計 1,223,683,505

臨時利益

　　運営費交付金収益 365,871,664

　　施設費収益 26,760

　　補助金等収益 1,058,400

　　資産見返運営費交付金戻入 226,686,908

　　資産見返補助金等戻入 10,934,324

　　資産見返寄附金戻入 9,089,568

　　資産見返埋設処分業務戻入 22,143

臨時利益合計 613,689,767

税引前当期純損失 12,104,201

法人税、住民税及び事業税 67,304,800

当期純損失 79,409,001

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 1,040,713,543

日本原子力研究開発機構法第21条第4項積立金取崩額 7,480

当期総利益 961,312,022
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（単位：円）

経常収益

　　運営費交付金収益 130,050,095,924

　　政府受託研究収入 12,874,961,418
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　　放射性廃棄物処理処分収入 43,724,848

　　研究施設等廃棄物処分収入 964,941

　　廃棄物処理処分負担金収益 3,667,191,630

　　ＢＡ分担金収益 14,108,260

　　施設費収益 122,706,323
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　　　為替差益 24,601,872 594,613,354

　　雑益 1,346,884,150

経常収益合計 182,875,075,676
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臨時損失

　　固定資産売却損 4,324,760

　　固定資産除却損 620,889,202

　　減損損失 1,131,654

　　その他の臨時損失 597,337,889

臨時損失合計 1,223,683,505

臨時利益

　　運営費交付金収益 365,871,664

　　施設費収益 26,760

　　補助金等収益 1,058,400

　　資産見返運営費交付金戻入 226,686,908

　　資産見返補助金等戻入 10,934,324

　　資産見返寄附金戻入 9,089,568

　　資産見返埋設処分業務戻入 22,143

臨時利益合計 613,689,767

税引前当期純損失 12,104,201

法人税、住民税及び事業税 67,304,800

当期純損失 79,409,001

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 1,040,713,543

日本原子力研究開発機構法第21条第4項積立金取崩額 7,480
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時の建物等の原状回復義務を有しておりますが、現時点において原状回復に係

る具体的な範囲及び方法が必ずしも明確でないこと、及び当該資産を使用する

事業の終了予定はなく使用期間が明確ではないことから、これらの債務履行に

係る費用を合理的に見積ることができないため、当該資産に係る資産除去債務

を計上しておりません。 

 

９．追加情報 

 （１）高速増殖原型炉「もんじゅ」について 

平成27 年 11 月に原子力規制委員会が文部科学大臣に対して、国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構に代わって「もんじゅ」の出力運転を安全に

行う能力を有すると認められる者の特定等を勧告したことを受け、平成28年

5月に文部科学省の有識者会合において「もんじゅ」の運営主体が備えるべき

要件が報告書に取りまとめられております。 

 

（２）使用済燃料等多目的運搬船に係る負担金について 

      使用済燃料等多目的運搬船の使用終了に伴い、次年度以降に当該船舶の所

有者に対し負担金として 578,948,857 円の支払いを予定しており、当期にお

いて負担金相当額を未払金に計上しております。なお、負担に関する変更協

議が検討されており、負担金額が変更になる可能性があります。 

 

  （３）厚生年金基金の代行返上について 

      当機構が加入する科学技術厚生年金基金においては、平成27年 4月 1日付

で厚生労働大臣から厚生年金基金の将来期間の代行部分に係る支給義務の停

止の認可を受けております。 

      厚生年金基金の代行返上に関し、当事業年度末日において測定された返還

相当額（最低責任準備金）は18,221,776,798円であり、当該返還相当額（最

低責任準備金）の支払が当事業年度末日に行われたと仮定して「退職給付会

計に関する会計基準の適用指針」第46項を適用した場合に生じる行政サービ

ス実施コスト計算書における、控除見込み額は△67,482,456,414円でありま

す。 
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９．追加情報 

（１）高速増殖原型炉「もんじゅ」について 

平成 27 年 11 月に原子力規制委員会が文部科学大臣に対して、国立研究開発

法人日本原子力研究開発機構に代わって「もんじゅ」の出力運転を安全に行う能

力を有すると認められる者の特定等を勧告したことを受け、平成 28 年 5 月に文

部科学省の有識者会合において「もんじゅ」の運営主体が備えるべき要件が報告

書に取りまとめられております。 

 

（２）使用済燃料等多目的運搬船に係る負担金について 

使用済燃料等多目的運搬船の使用終了に伴い、次年度以降に当該船舶の所有者

に対し負担金として578,948,857円の支払いを予定しており、当期において負担

金相当額を未払金に計上しております。なお、負担に関する変更協議が検討され

ており、負担金額が変更になる可能性があります。 

 

（３）厚生年金基金の代行返上について 

当機構が加入する科学技術厚生年金基金においては、平成 27 年 4 月 1 日付で

厚生労働大臣から厚生年金基金の将来期間の代行部分に係る支給義務の停止の

認可を受けております。 

厚生年金基金の代行返上に関し、当事業年度末日において測定された返還相当

額（最低責任準備金）は8,492,322,286円であり、当該返還相当額（最低責任準

備金）の支払が当事業年度末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する会

計基準の適用指針」第 46 項を適用した場合に生じる行政サービス実施コスト計

算書における、控除見込み額は△31,818,679,660円であります。 
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